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１．はじめに 

下水道管路の総延長46万kmのうち布設後50年を経

過した老朽化管路は現在約1万km存在しているが、10

年後には約4倍、20年後には約12倍に増加すると見込

まれる。下水道の老朽化等に起因する道路陥没は毎

年3～4千件発生しているが、老朽化の進行に伴い、

陥没等の事故の増加や管路の改築更新等の財政負担

の増大が懸念されている。また、少子高齢化等に伴

う労働人口の減少により、建設業の従事者の減少も

懸念されている。上記を踏まえ、国総研では下水道

管路施設の維持管理の省力化と低コスト化の観点か

らソフト、ハード両面の研究を進めている。 

２．管路調査優先度判定システム構築（ソフト分野） 

下水道管路の適切な維持管理のためには、陥没等

の事故が発生する前に異常箇所を発見することが重

要である。加えて、今後は老朽化管路が急増するこ

とから、効率的に管路内調査を進めて行く必要があ

る。このためには布設年度・管種・布設箇所等のデ

ータを基に、異常の発生しやすい管路、事故等が発

生した場合に被害の大きい管路等について明らかに

し、調査の優先度を判定することが有効である。 

国総研では地方公共団体より収集した台帳情報を

基に劣化が予測される箇所の抽出、調査箇所の優先

度判定等を行い、調査頻度等の最適化、異常発生リ

スクの低減等の調査の効率化を図るためのシステム

の構築を進めている。今年度は腐食環境や土質条件

等の劣化影響因子を用いた異常発生リスクの分析、

調査優先度判定手法の作成を行う予定であり、来年

度はシステム（案）の構築・改良、大規模データベ

ースとの連動について検討していくこととしている。 

３．管路調査技術の高度化（ハード分野） 

今後の本格的な維持管理時代に向け、既存調査技

術よりも早く、安く、正確に管路を調査できる技術

及び機器開発が求められている。国総研ではスクリ

ーニング調査技術を活用した調査方法に関して平成

25年度に実証研究を行い、その結果をもとにガイド

ラインを作成した1)。 

今年度はさらなる技術の高度化に向けた取り組み

を進めており、図にその基本的な考え方を示す。例

えば従来型TVカメラでは、マンホール部分の段差を

乗り越えられないため、マンホール毎に調査員が中

に入りTVカメラ機器の設置作業を行う必要があり、

日進量（1日あたり調査可能延長）が伸びない原因と

なっていた。このため本研究では、調査機器の走行

性能改良によりマンホール部分の段差乗り越えを可

能にし、日進量の向上やコスト低減を図ることを目

的として、機器に求められる仕様（走行性能等）の

整理を行っている。来年度以降、新技術の実用化に

向けたロードマップの作成、開発体制のあり方の検

討等を行っていく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 管路内調査機器の改良イメージ 

【参考】 

1) http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/b-dash.html 

   

【5年後目標】走行性能改良により設置作業を省略→ 日進量約5倍

【従来イメージ】

【将来イメージ】
【課題】マンホール毎に機器の設置作業→ 日進量が伸びない

従来型TVカメラ 
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１．はじめに 

地震発生時には、被災した人を救助・援助するた

めに、救急・救命、消火活動、医療活動、水・食料・

医薬品等の提供などの様々な行動(災害対応行動)が、

多数の組織によって実施される。特に発災後72時間

までの時間帯は被災者の生存率に大きく影響するた

め、道路啓開といった早期の道路ネットワーク確保

が求められる。 

本研究では、過年度に実施された研究1)(以下「文

献１」)をベースに発災後72時間までの災害対応行動

の最短時間経路から道路啓開の優先度を評価し、道

路啓開を優先して行う路線(区間)を抽出する手法の

検討を行った。 

２．災害対応行動に着目した道路網の評価 

 文献１では、一部の災害対応行動について、市販

のGISソフトを用い最短時間経路を重ねて表示させ、

その線の太さに応じ「災害対応行動」に必要な道路

として評価する手法を試行した。 

道路啓開は発災直後に人命救助のための救援ルー

トを最優先に確保するための活動であることから、

今年度は発災後72時間までに行うべき重要な種類の

災害対応行動に絞り、過年度と同様に岩手県をモデ

ルとして最短経路の重ね合わせを行った。さらに、

一つの災害対応行動でも発着地の数だけ膨大な経路

が表示されるため、作業の簡略化を目指し、最短経

路の重なり具合が極端に変わらない範囲で災害対応

行動の集約化を試みた。 

 

 

 

 

 

図-1 集約化のイメージ 

３．災害対応行動の重み付け 

前項では全種類の災害対応行動は同じ太さの線で

表現されており、重ね合わせた線の太さ(すなわち災

害対応行動の種類数)で道路ネットワークの評価を

行ったことになる。 

そこで、災害対応行動に必要な「量」を反映させ

ることで重み付けをした評価を行った。「量」を表

す典型的なものとして「負傷者数」といった人数に

関連するものが多いので、被災地の人口をベースと

して、前項で集約化された災害対応行動に応じた重

み付けを行い、道路ネットワークの評価を試みた。 

 

 

 

           

 

 

 

 

図-2 災害対応行動に重み付けをした場合の 
道路ネットワーク評価のイメージ 

４．まとめ 

道路啓開計画を策定する際、優先的に啓開すべき

路線を抽出する方法として、災害時の支援行動の観

点からの評価を可視的に行う手法を試行した。 

道路啓開については、本研究による必要性の観点

からの事前の評価の一方、発災直後の状況把握から

状況に応じた優先啓開ルートの決定、作業部隊の運

用など啓開の実施に至までの各プロセスでの課題も

あり、今後はそれらの課題に対し、対応の目安とな

るような研究を進めたい。 

【参考】 

1) 国総研レポート2014 pp.41 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/2014report/2014ni
lim022.pdf 
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災害対応行動A 

災害対応行動B 
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